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Ａ．研究目的             

『21 世紀成年者縦断調査』を用いて、シング

ルマザーの就業履歴を考慮したうえで、就業

形態と収入の変化に関する分析を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 『21 世紀成年者縦断調査』の個票データを

用いて、シングルマザーの就労収入とその他

の収入を含めた世帯収入についての分析を

行った。 

 

 

 

（倫理面への配慮） 

 匿名化されたデータを利用し、特に必要

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

就労収入とその他の収入を含めた世帯収

入に関する多変量解析の分析からは、末子年

齢、シングルマザーの教育歴、就労関連の変

数について有意な影響がみられた。とくに、第

1子出生時に就業を継続すると収入が高くなる

傾向がみられた。また、教育歴と収入について

も強い関係がみられ、教育歴が短いことは収

入を低める要因となることが示唆された。 

研究要旨 

本研究は、『21世紀成年者縦断調査』を用いて、シングルマザーの就業履歴を考慮した

うえで、就業形態と収入の変化に関する分析を行った。とくに、第1子出生時の就業状態に

着目し、その後の変化を検証した。第1子出生時に正規雇用による就業継続を行った場合

、シングルマザーになった時点で正規雇用の場合が多く、世帯収入は高かった。さらに、シ

ングルマザーになった後の経過年数による収入の上昇も、第1子出生時に正規雇用の就業

継続を行った場合に大きくなっている。就労収入と、その他の収入を含めた世帯収入に関

する多変量解析の分析からは、末子年齢、シングルマザーの教育歴、就労関連の変数に

ついて有意な影響がみられた。とくに、第1子出生時に就業を継続すると収入が高くなる傾

向がみられた。また、教育歴と収入についても強い関係がみられ、教育歴が短いことは収

入を低める要因となることが示唆された。 
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Ｄ．考察 

これらの分析結果から、母子世帯の低所得

の要因としては、子どもが小さいことで就労に

制約がもたらされるということだけでなく、第１

子出生時に就業を継続できていたか否かや、

さらに、シングルマザー自身の教育歴が影響

しているといえる。 

 

Ｅ．結論              

したがって、第１子出生時での就業継続は、

離死別によって低所得となるリスクを軽減する

ことが示唆される。また、結婚や出産以前の女

性自身の教育歴の短さは、離婚や死別という

ライフコース上の危機への脆弱性を高めると考

えられる。 

 

  

Ｆ．研究発表 

 1. 論文発表 

田中聡一郎、四方理人、駒村康平（2013）

「高齢者の税・社会保障負担の分析」『フィ

ナンシャルレビュー』115、pp117-133. 

 

 2. 学会発表 

なし 

 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録 
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第 6 章 就業履歴をふまえたシングルマザーの就労と所得の関係 

 

田中聡一郎（関東学院大学） 

四方 理人（関西学院大学） 

 

 

要旨 

本研究は、『21 世紀成年者縦断調査』を用いて、シングルマザーの就業履歴を考慮したうえで、

就業形態と収入の変化に関する分析を行った。とくに、第 1 子出生時の就業状態に着目し、その

後の変化を検証した。第 1 子出生時に正規雇用による就業継続を行った場合、シングルマザーに

なった時点で正規雇用の場合が多く、世帯収入は高かった。さらに、シングルマザーになった後の

経過年数による収入の上昇も、第 1 子出生時に正規雇用の就業継続を行った場合に大きくなって

いる。就労収入と、その他の収入を含めた世帯収入に関する多変量解析の分析からは、末子年齢、

シングルマザーの教育歴、就労関連の変数について有意な影響がみられた。とくに、第 1 子出生

時に就業を継続すると収入が高くなる傾向がみられた。また、教育歴と収入についても強い関係が

みられ、教育歴が短いことは収入を低める要因となることが示唆された。 

 

 

1. はじめに 

国際比較からも明らかなように、日本のシングルマザーの経済状況は厳しい。2000 年代半ばの

日本のひとり親世帯（子どもがいる世帯で大人が 1 人の世帯）の貧困率は OECD30 カ国で最も高

いことが知られているが（厚生労働省 2010）、またそのことに加えて、就業しているひとり親世帯の

貧困率も最も高い（OECD2009=2010）。働いていてもなお厳しい経済状況にあるのが、日本のひと

り親の特徴といえる。 

シングルマザーが就労しているものの低所得にとどまる理由のひとつに、非正規雇用とその収

入の低さがある。厚生労働省の『平成 23 年度 全国母子世帯等調査結果報告』によれば、パート・

アルバイト等がシングルマザー全体の 5 割を占めているなか、正規雇用は全体の 4 割にとどまる。

非正規雇用の場合に収入は低く、正規雇用のシングルマザーの平均年間就労収入が 270 万円で

あるのに対し、パート・アルバイト等では 125 万円と正規雇用の半分を下回る。 

非正規雇用による低所得の問題には、シングルマザーの教育歴の影響も見逃せない。シングル

マザーの雇用形態や経済状況に関して、教育歴が短い場合に不利な状況にあることが指摘され

ている（神原 2006、藤原 2007）。実際、『平成 23 年度 全国母子世帯等調査結果報告』からは、最

終学歴の違いによって、正規就業の割合や就労収入に差がみられる。正規就業の割合は大卒で

5 割を超えるが、中卒では 2 割にとどまり、また、年間平均就労収入は中卒で 129 万円であるのに

対し、大卒では 297 万円と大きな格差がみられる（『平成 23 年度 全国母子世帯等調査結果報
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告』）。 

こうした母子世帯の就労と所得の厳しい経済状況をうけて、特に、正社員就業に問題関心をもっ

たシングルマザーの就労の分析がなされてきた。周（2012）は、正社員就業の希望者を対象とした、

正社員就業の決定要因について、本人年齢が比較的若い、初職の正社員経験や末子年齢 6 歳

以上、専門資格保有等が正社員就業の確率を高めることを明らかにしている。他方で正社員就業

を希望しないことについては、「年齢・学歴制約仮説」、「育児制約仮説」、「非勤労収入仮説」のい

ずれも一定の説明力があるとしている。 

また、出産により就業を中断し、子どもが一定年齢に達してから再就職するという中断再就職型

のライフコースをとる女性が依然として多数をしめる日本の労働市場において、シングルマザーに

関しても出産前後、さらには母子世帯になる前後の就労実態の変化を把握する必要がある。永瀬

（2003）によれば、母子世帯の経済状況は、より若い時点で正社員の仕事に就くことよって改善す

ることができるものの、その若い時点には子供の育児負担が大きくそれが難しいことを指摘している。

高田（2010）は、シングルマザーの就業選択に関する分析を行い、母子世帯となる直前に無業だっ

た者の就業選択については、末子年齢が6歳以下や本人年齢が高い、死別の場合に正規就業確

率が低下すること、母子世帯となった直後の就業形態が現在の就業形態に対する履歴効果を持

つこと、ヘルパーの資格が正規就業確率を高めること等を明らかにしている。初職、母子世帯にな

る前、直後、調査時の 4 時点から就業移動を把握した大石（2012）によれば、初職が正規雇用であ

ることはその後の正規雇用確率には有意な影響をもたらさないが、貧困リスクは引き下げていること、

母子世帯になる直前が正規雇用である場合には母子世帯になった直後も正規雇用である確率を

有意に引き上げていること、教育歴は母子世帯になる前の雇用形態には影響するものの、母子世

帯になって以降の正規雇用確率に与える影響は有意ではないことが指摘されている。 

さらに、シングルマザーの所得や就業形態の変動をパネル・データから分析した研究としては

『消費生活に関するパネル調査』を用いた濱本（2005）がある。それによれば、母子世帯前から常

勤のシングルマザーは貧困率が低く、またその経済的変化も相対的に小さいことや、母子世帯に

なった後も常勤を継続する場合は、母子世帯1年目に貧困となっても脱出可能であったのに対し、

パート継続した場合は貧困脱出が困難であったこと等を明らかにした。また、『21 世紀成年者縦断

調査』を用い、母子世帯の離死別前後の収入と就労の変化についての分析を行った田中・四方

（2012）では、シングルマザーが離死別前年に無業や非正規雇用であった場合は、正規雇用の場

合より収入が低く、また、正規雇用に移りにくいために 2 から 3 年で収入が低くとどまってしまう。こ

の背景には、シングルマザーの教育年数の短さが、正規雇用になりにくく、低収入の要因となって

いることが指摘されている。 

このように、シングルマザーの収入に影響をもたらす要因として、就業形態（正規雇用か非正規

雇用か）、就業履歴（継続雇用や就業中断か）、人的資本（教育歴や資格の有無）が検討されてき

た。くわえて、出産や離死別といったライフイベントに職業移動が伴うことが多い女性のライフコース

を動的に把握する必要性が指摘されてきた。本稿では、こうした先行研究の問題意識を踏まえ、と

くに就業履歴を考慮した就業形態の変化と収入の変化に焦点をあてて分析を行う。『21 世紀成年
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者縦断調査』を用いて、第 1 子出生時に就業を中断することが、母子世帯の低収入をもたらす可

能性を検討する。 

 

 

2. 使用データについて 

本稿で用いるデータは『21 世紀成年者縦断調査』の第 1 回調査から第 10 回調査（2002 年調査

から 2011 年調査）までの個票データである。シングルマザーの定義は、20 歳以下の子どもと同居

している配偶者のいない女性とした1。以下の分析では、就労収入とその他の収入をあわせた世帯

収入についての分析を行う。ただし、収入については、データ上の問題がいくつかある。第 1 に、

就労収入のデータとその他の収入が区別できるのが 2002 年から 2006 年までのデータだけであり、

2007 年以降のデータでは、就労収入とその他の収入の区別ができない。第 2 に、夫と妻以外の世

帯員の収入が把握されていないとめ、親と同居しているシングルマザーの世帯収入が過少となっ

ている可能性があることに注意が必要である。 

表１は、本稿で用いる『21 世紀成年者縦断調査』の基本統計量を示している。まず、就労収入の

平均は 143 万円で、世帯収入の平均が 205 万円となっている。分析対象者の平均年齢は、就労収

入の分析に関するサンプル（以下、「就労収入サンプル」と略記）で 32 歳、世帯収入の分析に関す

るサンプル（以下、「世帯収入サンプル」と略記）で 35 歳となっている。これは、『21 世紀成年者縦

断調査』の第 1 回調査が 20 歳から 34 歳の若年層を対象年齢としてスタートしたことから、『平成 23

年度全国母子世帯等実態調査』のシングルマザーの平均年齢（39.7 歳）より低くなっている。また、

本分析のサンプルでは末子年齢が 0 歳から 5 歳までの世帯と、6 歳から 11 歳までの世帯を合わせ

て 7 割から 8 割を占めており、こちらも『平成 23 年度全国母子世帯等実態調査』の母子世帯の末

子年齢の平均 10.7 歳と比べて低年齢児が多くなっている。さらに、シングルマザーが自身の親と

同居している割合は 4 割以上にのぼっている。 

次に、教育水準については、中学卒業が就労収入サンプルで15％、世帯収入サンプルで11%と、

この年齢層の日本における中学卒の平均より著しく高くなっている。また、大学卒も就労収入サン

プル、世帯収入サンプルとで 8％と 10％といずれも低い。ただし、これらの教育水準は『平成 23 年

度全国母子世帯等実態調査』とほぼ同水準であり、シングルマザーは女性のなかで相対的に低い

教育水準にあることがうかがえる。 

就労関係の変数については、まず学卒後の初職が正規雇用であった割合は就労収入サンプル

で 65％、世帯収入サンプルで 67％となっている。逆にいえば、シングルマザーの 3 割以上が初職

から非正規雇用や非雇用就業であったということになる。次に、第 1 子出生時に就業を継続したか

どうかについては、就労収入サンプル、世帯収入サンプルともに 35％程度が就業継続を行ってい

                                                  
1 初回調査時点においては、離死別が不明である。初回時に配偶者がおらず、同棲もしてい
ないと回答し、かつ、20 歳以下の子どもと同居している場合にシングルマザーとした。2
回目以降は、離別、死別を経験しかつ 20 歳以下の子どもと同居している場合をシングルマ
ザーとしている。 
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る。さらに、調査時点での現職の就業形態であるが、正規雇用は就労収入サンプルで 31％、世帯

収入サンプルで 35％、非正規雇用がそれぞれ 50％と 49％、自営・その他がそれぞれ 7％と 6％、

無業がそれぞれ 12％と 10％となっている。現職でみると、約 9 割のシングルマザーが就労している

ものの、非正規雇用が半数を占めていることがわかる。 

 

 

3. 分析結果 

(1) 就業形態の変化 

本研究では、母子世帯の低所得の問題を引き起こす原因の一つとして、シングルマザーの就業

履歴の影響を検討する。 

図 1 は、シングルマザーになった時点からの経過年数別にみた就業形態である。ただし、調査

期間である 2002 年から 2011 年の間にシングルマザーになったサンプルに限られる。シングルマザ

ーになった 1 年目は、正規雇用が 25％、非正規雇用が 47％、自営その他が 6％、無業が 22％と

なっている。その後年数が経過するにつれ、正規雇用の割合が増え、無業の割合が低下すること

がみてとれる。 

次に、第 1 子出生時の就業形態を、「正規雇用」、「非典型就業(非正規雇用、自営業、その他)」、

「無業」に区分し、シングルマザーになってからの年数ごとに、就業形態の変化をみたものが図２で

ある2。図２から観察されることは、まず、第 1 子出生時に「正規雇用」であった場合、シングルマザ

ーになった 1 年目が 75％であり、2 年目以降 70％を下回り、5 年目以降に再び 70％を上回る。経

年での増加傾向は観察されないが、ほぼ７割台を維持している。 

また、第 1 子出生時に非正規雇用や自営業などの「非典型就業」であった場合は、シングルマ

ザーとなった 1 年目に非正規雇用の割合が 67％と高くなっている。その後、2 年目、3 年目と非正

規雇用の割合が低下し、正規雇用の割合が上昇する。そして、4年目、5年目以降は、無業の割合

が減少し、非正規雇用の割合が再び高くなっている。 

さらに、第 1 子出生時に「無業」であった場合、シングルマザーになった 1 年目にはその 28％が

無業であり、非正規雇用の割合は51％と最も高く、正規雇用の割合は17％と低い。その後、2年目、

3 年目と無業の割合が低下し、非正規雇用と正規雇用の割合が上昇していく。5 年目以降になると、

正規雇用の割合が高まり、無業の割合が低くなっている。 

以上から、第 1 子出生時点の就業状態が、シングルマザーになった時点での就業形態を大きく

規定していることがわかる。特に、第 1 子出生時に正規雇用であった場合、シングルマザーになっ

た時点でも正規雇用の割合が高く、その後も高い水準を維持している。第 1 子出生時に非典型雇

用である場合には、５年目以降無業になる者が僅少となるが、1 年目から５年目にかけて６、７割が

依然として非正規雇用にとどまる。一方で、第 1 子出生時に無業であった場合は、シングルマザー

1 年目の無業の割合が高いが、徐々にその割合が低下し、正規雇用と非正規雇用の割合が高ま

                                                  
2 出生時の就業状態は、就業の継続の有無をみるため、第1子が1歳時点の就業状態とした。 
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っていく。 

正規雇用の割合は、第 1 子出生時に正規雇用であった場合に１〜５年目のいずれの場合にも

最も高い割合を占めているが、非典型雇用であった者と無業であった者について比較すると、第 1

子出生時に無業であった場合に非典型雇用であった場合よりも高い割合で正規雇用に就いてい

る。この傾向は、1〜５年目のいずれにおいても見られる傾向となっている。 

 

(2) 第 1 子出生時の就労形態別シングルマザーの世帯収入 

 次に、第 1 子出生時の就労形態別にシングルマザーの年間の世帯収入をみたものが図 3 である。

図 1 や図 2 と同じく、シングルマザーの経過年数ごとにみている。 

 まず、第 1 子出生時に正規雇用であった場合の世帯収入は、他の就業状態であった場合より収

入が高く、年を経過するごとの収入の伸びも大きいことがみてとれる。第 1 子出生時の就業形態別

にその後の就業形態の変化をみた図 2 では、第 1 子出生時に正規雇用であった場合、その後の

正規雇用の割合は高いものの、その割合は経年で上昇傾向にはなかった。このことから、第1子出

生時に正規雇用であった場合の世帯収入の高さは、正規雇用の割合の高さと、正規雇用に就い

ていることで勤続年数に応じて就労収入が上昇することが影響していると考えられる。 

 次に、第 1 子出生時に非典型就労の場合は、シングルマザーになった 1 年目において無業より

世帯収入が低いが、2 年目、3 年目において無業であった場合より世帯収入が高くなる。ただし、4

年目以降は、この 2 つの世帯収入の差はほとんどなくなる。第 1 子出生時に非典型就業の者と無

業の者は、第 1 子出生時に正規雇用の者よりも非正規雇用と無業の割合が高いことから、世帯収

入が低位にとどまっている。第 1 子出生時に非典型就業の者と無業の者とで、経年の世帯収入の

差が大きくない理由としては、第 1 子出生時に無業の者は非典型雇用だった者よりも正規雇用に

つく割合が高まるなかで非正規の割合が５年目以降には半数を切るものの、無業にとどまる者の割

合が最も高いことから、平均額でみれば両者の間で収入の差が縮まっていると考えられる。 

結果として、シングルマザー全体でみた世帯収入は経年で漸増傾向にあるが、その伸びは第 1

子出生時点で正規雇用であった場合に大きく、無業や非典型就業であった場合は小さい。第 1 子

出生時に正規雇用として就業継続を行った場合、シングルマザーになった時点においても正規雇

用となる割合が高く、また、その後の収入の伸びも大きいことがわかる。 

 

(3) 就労収入についての分析 

表 2 は、シングルマザーの就労収入についての分析結果である。まず、モデル①は、現職の就

業形態を考慮していないモデルである。その結果、末子年齢が5歳以下の場合、就労収入が約38

万円低下し、子ども数が一人増えると就労収入が約 19 万円低下することがみてとれる。また、親と

同居する場合にも就労収入が低くなる。親と同居することで、自身の労働時間を減らすことによる

のか、それとも収入が低いために親と同居せざるをえないのかについての区別は分析上できない

が、シングルマザーの就労収入と親との同居は統計的に有意な関係にあることがわかる。 

教育歴との関係をみると、教育年数が長くなるほど就労収入が高くなる傾向が強く見られる。高
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校卒のシングルマザーと比較すると、大学卒の場合に 120 万円以上の就労収入が高くなり、中学

卒の場合には 20 万円以上低くなる。 

さらに、就業履歴の点についてみると、初職の就労形態が正規雇用の場合に有意に現在の就

労収入が高くなっている。また、第 1 子出生時に就業継続を行った場合も有意に就労収入が高く

なっている。これらの点に関して、現職の雇用形態を考慮したモデル②でみると、モデル①の場合

と同様に、第 1 子出生時に就業継続した場合、有意に就労収入が高くなる。しかし、モデル②では、

モデル①で有意であった、初職が正規雇用の場合に変数は有意な結果とはなっていないが、現

職が正規雇用の場合に大きく就労収入が高くなっている。就労収入については、初職よりも現職

の影響が大きいことがわかる。 

 

(4) 世帯収入についての分析 

表 3 は、シングルマザーの世帯収入と働き方についての分析結果である。ここでいう世帯収入と

は、先述したように、『21 世紀成年者縦断調査』では、本人と配偶者についての収入のみが調査項

目であることから、同居している親がいる場合その収入は把握できていない。ただし、本人の収入

には、就労収入のほかに児童扶養手当等の社会保障給付や離別した夫からの養育費などが含ま

れていると考えられる。そのため、表 1 でみたように、シングルマザーの世帯収入は、就労収入より

も平均的に 60 万円ほど高くなっている。また、就労収入は、2002 年から 2006 年調査までしか把握

できないが、世帯収入については 2011 年調査まで把握することができ、サンプルサイズも大きくな

る。 

就労収入の分析と同様に、モデル①は、現職の就業形態を考慮していないモデルであり、モデ

ル②は現職の就業形態を考慮したモデルとなっている。 

分析の結果、就労収入の分析と同じく、5 歳以下の子どもがいる場合や、子ども数が増加する場

合に世帯収入が有意に低下する。親との同居についても、世帯収入を低下させている。ただし、現

職の就業形態を含まないモデル②においては、子ども数の増加や親との同居は、有意に世帯収

入を減少させるが就業形態を考慮した場合は有意な影響が観察されない。 

教育歴については、就労収入の分析と同様に収入との明確な関係がみられる。モデル①にお

いてもモデル②においても教育年数が長くなるほど世帯収入が有意に高くなっている。 

就労の変数については、初職が正規雇用の場合にモデル①、②ともに有意に世帯収入を引き

上げている。また、就労収入の分析の場合と同じく、第 1 子出生時に就業継続した場合には、モデ

ル①においても、現職の就業形態を考慮に入れたモデル②においても、有意に世帯収入が高くな

っていることがみてとれる。 

 

4. おわりに 

本研究では、『21 世紀成年者縦断調査』を用いて、シングルマザーの就業履歴を考慮した就業

形態の変化と収入の変化に焦点をあてて分析を行った。とくに、第 1 子出生時に就業を中断するこ

とが、母子世帯の低収入をもたらす可能性を検討した。 



 

205 
 

分析の結果、第 1 子出生時に正規雇用による就業継続を行った場合、シングルマザーになった

時点で正規雇用の場合が多く、世帯収入は高かった。さらに、シングルマザーになった後の経過

年数による収入の上昇も、第 1 子出生時に正規雇用の就業継続を行った場合に大きくなっている。

就労収入と、その他の収入を含めた世帯収入に関する多変量解析の分析からは、末子年齢、シン

グルマザーの教育歴、就労関連の変数について有意な影響がみられた。とくに、現職の就業形態

を考慮した場合にも、第 1 子出生時に就業を継続すると就労収入、世帯収入ともに有意に高くなっ

ていた。第 1 子出生時に就業を中断することが、低収入になるリスクを高めてしまうことがうかがえる。

さらに、教育歴と収入についても強い関係がみられた。就労収入、世帯収入いずれにおいても、教

育歴が短いことは収入を低める結果となった。 

以上の分析結果から、母子世帯の低所得の要因としては、子どもが小さいことで就労に制約が

もたらされるということだけでなく、第１子出生時に就業を継続できていたか否かや、さらに、シング

ルマザー自身の教育歴が影響していた。すなわち、第１子出生時に就業を継続できていたことは、

離死別によって低所得となるリスクを軽減することが示唆される。ただし、結婚や出産以前の女性

自身の教育歴の短さは、離婚や死別というライフコース上の危機への脆弱性を高めると考えられ

る。 
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表 1 基本統計量 

  就労収入 世帯収入 

 
平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値 

就労収入/世帯所得 143.36  120.99  0 737 204.69  142.39  0 1937 

年齢 32.27  3.40  20 38 34.94  4.16  20 43 

子ども数 1.59  0.79  1 7 1.62  0.77  1 7 

末子年齢 0～5 歳 0.36  0.48  0 1 0.23  0.42  0 1 

末子年齢 6～11 歳 0.52  0.50  0 1 0.50  0.50  0 1 

末子年齢 12 歳以上 0.12  0.33  0 1 0.27  0.44  0 1 

親と同居 0.43  0.50  0 1 0.41  0.49  0 1 

中学 0.15  0.35  0 1 0.11  0.31  0 1 

高校 0.51  0.50  0 1 0.48  0.50  0 1 

専門学校 0.15  0.35  0 1 0.18  0.38  0 1 

短大・高専 0.12  0.33  0 1 0.14  0.35  0 1 

大学 0.08  0.27  0 1 0.10  0.30  0 1 

初職正規雇用 0.65  0.48  0 1 0.67  0.47  0 1 

第 1 子出生時就業継続 0.35  0.48  0 1 0.36  0.48  0 1 

正規雇用 0.31  0.46  0 1 0.35  0.48  0 1 

非正規雇用 0.50  0.50  0 1 0.49  0.50  0 1 

自営・その他 0.07  0.25  0 1 0.06  0.25  0 1 

無業 0.12  0.32  0 1 0.10  0.30  0 1 

注：就労収入・世帯収入は「万円」 

出所：『21 世紀成年者縦断調査』より筆者作成 
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図１ シングルマザーの経過年数別就業形態 

 

注：2002 年から 2011 年の間に離死別によりシングルマザーとなった者が対象。 

出所：『21 世紀成年者縦断調査』より筆者作成 

 

  

25% 29% 30% 32%
42%

47%
49% 49% 48%

43%

6%
6% 7% 4%

5%22%
15% 14% 16%

10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目以降

シングルマザーの経過年数別就業形態

正規雇用 非正規雇用 自営その他 無業



 

209 
 

図２ 第 1 子出生時の就業形態別にみたシングルマザーの就業形態 

 

 

 
注：2002 年から 2011 年の間に離死別によりシングルマザーとなった者が対象。 

出所：『21 世紀成年者縦断調査』より筆者作成 
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図３ 

 
注：2002 年から 2011 年の間に離死別によりシングルマザーとなった者が対象。 

出所：『21 世紀成年者縦断調査』より筆者作成 
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表 2 シングルマザーの就労収入の分析：最小二乗法 

  ① ② 

  係数 標準誤差 係数 標準誤差 

年齢 -18.22 (12.88) 
 

-18.38 (11.07) + 

年齢 2 乗 0.38 (0.21) + 0.37 (0.18) * 

末子 5 歳以下 -37.55 (12.34) ** -21.91 (10.65) * 

末子 6～11 歳 4.57 (10.78) 
 

8.87 (9.28) 
 

子ども数 -18.97 (4.48) *** -18.57 (3.83) *** 

親同居 -16.16 (6.78) * -18.78 (5.89) ** 

中学卒 -21.12 (9.87) * -17.46 (8.63) * 

専門学校 41.07 (9.42) *** 25.27 (8.22) ** 

短大高専 32.21 (10.26) ** 7.93 (8.84) 
 

大学 122.55 (12.62) *** 77.53 (11.08) *** 

初職正規雇用 17.30 (7.11) * -1.43 (6.27) 
 

出生時就業継続 58.05 (6.70) *** 41.68 (5.87) *** 

正規雇用 
   

182.24 (9.84) *** 

非正規雇用 
   

67.16 (8.97) *** 

自営その他 
   

70.34 (13.26) *** 

定数項 326.97 (199.06)   275.08 (171.28)   

N 1110     1044     

修正 R2 0.2456     0.4814     

注：***…p 値<0.001、**…p 値<0.01、*…p 値<0.05、+…p 値<0.1 

注２：学歴のレファレンスは高校卒であり、現在の就業形態のレファレンスは無業である。 

出所：『成年者縦断調査』(2002 年から 2006 年調査)を用いて筆者推計 
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表 3 シングルマザーの世帯収入についての分析：最小二乗法 

  ① ② 

  係数 標準誤差 係数 標準誤差 

年齢 -4.22 (8.69) 
 

-7.64 (8.12) 
 

年齢 2 乗 0.12 (0.13) + 0.16 (0.12) 
 

末子 5 歳以下 -57.11 (10.17) ** -39.18 (9.46) *** 

末子 6～11 歳 -26.42 (7.72) 
 

-13.80 (7.17) + 

子ども数 -7.13 (4.09) *** -0.49 (3.81) 
 

親同居 -6.66 (6.06) * -7.43 (5.65) 
 

中学卒 -4.04 (9.97) * -2.59 (9.37) 
 

専門学校 40.28 (7.99) *** 30.27 (7.44) *** 

短大高専 31.17 (8.71) ** 17.81 (8.12) * 

大学 129.10 (10.20) *** 94.98 (9.61) *** 

初職正規雇用 33.56 (6.46) * 12.26 (6.12) * 

出生時就業継続 45.75 (5.93) *** 30.57 (5.61) *** 

正規雇用 
   

157.77 (9.78) *** 

非正規雇用 
   

48.76 (9.21) *** 

自営その他 
   

43.93 (13.37) ** 

定数項 181.4756 (148.49)   169.36 (138.92)   

N 2128 
  

2068 
  

 Adj R-squared =  0.171     0.313     

注：***…p 値<0.001、**…p 値<0.01、*…p 値<0.05、+…p 値<0.1 

注２：学歴のレファレンスは高校卒であり、現在の就業形態のレファレンスは無業である。 

出所：『21 世紀成年者縦断調査』(2002 年～2011 年調査)より筆者作成 

 

 


